様式第１号(里山整備支援事業補助金等取扱要領第2条関係)

里山整備支援事業　事業計画書
令和　　年　　月　　日

１　団体の概要　※1
	項　　目
	内　　　　　　容

	(1) 団体名及び代表者名
	

	(2) 住　所・電話番号
	



２　計画概要　※2
	項　　目
	内　　　　　　容

	[bookmark: _GoBack](1) 事業の概要および３か年全体の計画面積
	事業の概要：


3か年全体の計画面積（　　　　　　　　　　　　　　）

	(2) 事業の目的及び効果
	目的：

効果：

	(3) 事業実施後の管理方法
	

	(4) 発生材の活用方法 ※3
	



３　各年次計画案　
1年目
	項　　目
	内　　　　　　容

	（1）事業内容
	

	（2）実施予定日
（期日又は期間)
	

	（3）事前着手の有無
　　及び着手日
	　有　・　無
事前着手日：　　月　　日

	（4）実施場所および現況 ※4
	実施場所：　（㎡）
現況：

	（5）事業費 ※5
	

	（6）実施方法
	

	(7)発生材の活用方法 ※3
	



2年目
	項　　目
	内　　　　　　容

	（1）事業内容
	

	（2）実施予定日
（期日又は期間)
	

	（3）事前着手の有無
　　及び着手日
	　有　・　無
事前着手日：　　月　　日

	（4）実施場所および現況 ※4
	実施場所：　（㎡）
現況：

	（5）事業費 ※5
	

	（6）実施方法
	

	（7）発生材の活用方法 ※3
	


3年目
	項　　目
	内　　　　　　容

	（1）事業内容
	

	（2）実施予定日
（期日又は期間)
	

	（3）事前着手の有無
　　及び着手日
	　有　・　無
事前着手日：　　月　　日

	（4）実施場所および現況 ※4
	実施場所：　（㎡）
現況：

	（5）事業費 ※5
	

	（6）実施方法
	

	（7）発生材の活用方法 ※3
	


注意事項　
※1　規約・構成員名簿を添付すること。
また、里づくり協議会、自治会、農会以外の団体は様式第1-1号団体概要書を添付すること。
※2　必要に応じて記載内容を別添資料として提出可。
※3　発生木材・竹材の活用方法について具体的に記載すること。木材については樹種ごとに活用方法が異なることから、専門家の助言を聞き適切な計画とすること。また、竹材について集落での活用意向がない場合は一般財団法人神戸農政公社への持ち込みを検討すること。
※4　位置図および現地写真を添付すること。
※5　事業費の算定に当たっては見積書の徴取等により、適切な価格を計上するよう務めること。

